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( 公 印 省 略 )

｢情報通信機器を活用した在宅勤務に関する労働基準法

第38条の2の適用について｣の-部改正について

平成 16年 3月5日付け基発第0305001号 ｢情報通信機器を活用した在宅勤

務に関する労働基準法第38条の2の適用について｣については､下記のとおり､一

部を改正することとしたので､遺漏なきを期されたい｡

記

基発第0305001号の記のただし書を次のように改める｡

｢ なお､この場合において､｢情報通信機器｣とは､一般的にはパソコンが該当する

と考えられるが､労働者の個人所有による携帯電話端末等が該当する場合もあるも

のであり､業務の実態に応じて判断されるものであること｡

｢使用者の指示により常時｣とは､労働者が自分の意思で通信可能な状態を切断

することが使用者から認められていない状態の意味であること｡

｢通信可能な状態｣とは､使用者が労働者に対して情報通信機器を用いて電子メ

ール､電子掲示板等により随時具体的指示を行 うことが可能であり､かつ､使用者

から具体的指示があった場合に労働者がそれに即応しなければならない状態 (即ち､

具体的な指示に備えて手待ち状態で待機 しているか､又は待機しつつ実作業を行っ

ている状態)の意味であり､これ以外の状態､例えば､単に回線が接続されている

だけで労働者が情報通信機器から離れることが自由である場合等は ｢通信可能な状

態｣に当たらないものであること｡

｢具体的な指示に基づいて行われる｣には､例えば､当該業務の目的､目標､期

限等の基本的事項を指示することや､これらの基本的事項について所要の変更の指

示をすることは含まれないものであること｡

また､自宅内に仕事を専用とする個室を設けているか否かにかかわらず､みなし

労働時間制の適用要件に該当すれば､当該制度が適用されるものであるO｣



(参考)

｢情報通信機器を活用した在宅勤務に関する労働基準法第38条の2の

適用について｣(平成16年 3月5日基発第0305003号)

改 正 後 現 行

貴兄のとおりロ 貴兄のとおりo

なお､この場合において､｢情報通信機器｣ ただし､例えば､労働契約において､午前

とは､-般的にはパソコンが該当すると考 中の9時から12時までを勤務時間とした上

えられ るが､労働者の個人所有による携帯 で､労働者が起居寝食等私生活を営む自宅内

電話端末等が該当する場合もあるものであ で仕事を専用とする個室を確保する等､勤務

り､業務の実態に応 じて判断されるもので 時間帯と日常生活時間帯が混在することのな

五三二 ⊥ ー いような措置を講ずる旨の在宅勤務に関する

｢使用者の指示により常時｣とは､労働 取決めがなされ､当該措置の下で随時使用者

ることが使用者から認められていない状態 合については､労働時間を算定 し難いとは言

の意味であること○ えず､事業場外労働に関するみなし労働時間

｢通信可能な状態｣とは､使用者が労働者に対 して情報通信機器を用いで電子メール､電子掲示板等により随時具体的指示を行 うことが可能であり､かつ､使用者から具体的指示があった場合に労働者がそれに即応 しなければならない状態 (即ち､具体的な指示に備えて手待ち状態で待機 しているか､又は待機 しつつ実作業を行っている状態)の意味であり､これ以外の状態､例えば､単に回線が接続されているだけで労働者が情報通信機器から離れることが自由である場合等は ｢通信可能な状態｣に当たらないものであることD｢具体的な指示に基づいて行われる｣には､例えば､当該業務の目的､目標､期限等の基本的事項を指示することや､これらの基本的事項について所要の変更の指示をすることは含まれないものであることoまた､自宅内に仕事を専用とする個室を設けているか否かにかかわらず､みなし労働時間制の適用要件に該当すれば､当該制度が適用されるものであるD 制は適用されないものであるo


